
A ． 産 業 競 争 力

の 強 化

関 係

府 省 等
対応 状 況 主な成 果 課題 これ か らの 取 り組み

ィ．税 制改 革

科学技術・ベンチャー
○産官学連携の推進に関す
る制度改革・規制緩和を含
む具体的方策を取りまとめ
る。また、国立大学等の法
人化に際し、改革の方向性
を打ち出すとともに、私立
大学での研究開発の促進の
ため、私立大学への民間資
金の導入を促進する観点か
ら、民間からの委託研究費
に対する減税措置等につい
て検討する。

総合科学技
術会議・関
係府省

・措置済み （r改革工程表
の進捗状況」に記載）

○低公害車、燃料電池、 経済産業省 ・（14年1月の実施状況）低公 ・自動車メーカーによる車種拡 特になし・ ①
スーパーエコシップ等革新的 害車の普及促進を図るため、 大努力や、政府の普及支援策 予算措置については、平成15
な省エネ・新エネ技術の開 金融支援やグリーン税制等の 等により、クリーンエネルギー 年度予算案が第156国会で成
発・普及や新エネルギー施 措置を講じている。

クリーンエネルギー自動車を

自動車を含む低公害車の普 立予定。
設の整備への支援を行うとと 及台数は着実に増加。（平成 ②、③
もに」モーダルシフトを促進 14年3月未：217万台　→　平 低公害車の開発・普及に係る
する。 含む低公害車（以下「低公害 成14年9月未（暫定）：323万 施策内容を自動車メーカー、

車」という）の普及を促進する
ため、平成13年度に引き続
き、平成14年度も以下の施策
を実施する。

・低公害車に係る自動車税の
グリーン化及び自動車取得税
の軽減、天然ガス等の燃料等
供給施設に係る固定資産税の
軽減等の税制措置を実施。

・低公害車の導入に対し、日
本政策投資銀行等の政府系
金融機関による低利融資を実
施。

台）

・今後とも、これらの施策を実
施することにより、自動車メー
カーの一層の技術開発や、
ユーザーへの普及拡大を促
し、我が国自動車産業の国際
競争力の強化に寄与すること
を期待。

ユーザーに対しPRを実施。
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口 ． 歳 出 改 革

○総合科学技術会議は、① 経済産業省 ・平成 1 4 年度において、 I構造改革特別要求施策を ・研究開発について、目標 ①第156回国会会期末

ライフサイエンス、②情報 研究開発プログラム予算 推進するとともに研究開発 の達成に向けた着実かつ効 平成 1 5 年度新規プロジェ

通信、③環境、④ナノテク 1 ， 0 1 4 ． 6 億円 〔うち の成果が迅速に事業化に結 率的な実施。 ク トについて、N E D O に

ノロジー ・材料の4 分野を 構造改革特別枠 3 1 1 ． 5 ぴつき、産業競争力強化に 対し研究開発資金の交付を
中心に研究開発資源が重点 億円〕を配分。4 分野では 直結するような経済活性化 行い、N E D O において研

配分されるよう、必要に応 それぞれ の研究開発プロジェクト 究開発実施者の公募、採択

じて予算編成過程で財政当 ライフサイエンス分野 （フォーカス 2 1 ）の創設 及び契約を行う。

局と連携を図る。また、 1 7 4 ． 8 億円 と既存プロジェクトの徹底 （診平成15年末及び ③それ

「科学技術の振興 （ライフ 〔4 5 ． 0 億円〕 した見直しを実施し平成 1 以降
サイエンス等の4 分野への 情報通信分野 5 年度予算案を作成。 継続して研究開発を着実に

重点化等）」に関しては、
各省庁の施策について同会
議が調整を行い、各省庁が

要求する。プロジェク ト選
定の際、外部評価を活用

し、また、その評価を公開
することにより、選定結果

の妥当性を高める。

2 7 1 ． 6 億円
〔9 0 ， 8 億円〕

環境分野
4 5 4 ． 0 億円
〔1 6 1 ． 9 億円〕

ナノテクノロジー ・材料分
野

1 1 4 ． 2 億円
〔1 3 ． 7 億円〕

※予算額は再掲を除く。 〔
〕は構造改革特別枠要求分
を内数で表示。

実施。
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●

・また平成15年度におい
てもプログラムを中心に引
き続き重点的に予算を配分
し、さらに研究開発の成果
が迅速に事業化に結びつ
き、市場創出に直結するよ
うな研究開発プロジェクト
としてフォーカス21（1
0テーマ30プロジェク
ト）を創設、367億円を
重点投入予定。プログラム
予算1，324．4億
各分野ではそれぞれ
ライフサイエンス分野
192．7億円
〔88．4億円〕
情報通信分野
424．0億円
〔172．9億円〕
環境分野
583．9億円
〔44．3億円）
ナノテクノロジー・材料分
野
123．8億円
〔61．4億円〕

※予算額は再掲を除く。
〔〕はフォーカス21を
内数で表示。
※フォーカス21を加速的
に推進するため、平成14
年度補正予算を投入
60．4億円
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○低公害車、燃料電池、
スーパーエコシップ等革新的
な省エネ・新エネ技術の開
発・普及や新エネルギー施
設の整備への支援を行うとと
もに、モーダルシフトを促進
する。

経済産業省 ・（（平成14年1月の実施状
況）昂生用エネルギーマネジメ
ントシステムや高効率給湯器
等の省エネルギー機器の導入
支援及び関連技術の開発等を
進める。また、クリーンエネル
ギー自動車や太陽熱高度利
用システムの導入に対する支
援措置の拡充、DME自動車
等の次世代大型低公害車開
発、燃料電池実用化に向けた
技術開発・実証試験等の実施
を始めとした新エネルギー機
器の技術開発・導入等を推進
する。）

・平成14年度には、ITを活用し
た、家庭内やオフィスビル等に
おけるエネルギーマネジメント
システム及び高効率給湯器の
普及に向けた補助制度及び関
連技術の開発に対する補助制
度を実施。またクリーンエネル
ギー自動車や太陽熱高度利
用システムの導入に対する支
援を実施。DME自動車等の
次世代低公害車開発、燃料電
池実用化に向けた技術開発・
実証試験等の実施を始めとし
た新エネルギー機器の技術開
発・導入等を実施した。

平成14年度には、高効率給
湯器26，067台、BEMS（ビルエ
ネルギーマネジメントシステ
ム）82件、クリーンエネルギー
自動車約11，000台、太陽熱シ
ステム約5，000台について支援
を実施。

平成15年度においても引き
続き補助制度を実施予定。
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（競争的研究資金の改革と 経済産業省 ・H 1 5 年度予算要求にお ・1 5 年度政府予算案　 5 ②平成 1 6 年度予算要求に
拡充） いて増額要求。 2 ． 8 億円 おいて増額の予定。
○競争的資金の拡充を図 ・プログラムオフィサーの ・優れた研究成果が得ら ②独立行政法人化後、機構
る。併せて、評価の徹底、 設置等制度の見直し。 れ、かつ発展の見込まれる 定員上のプログラムオフイ
研究費の適正規模の確保、 課題を継続するため、 2 年 サーを設置予定。
課題選定に当たっての戦略
的重点化、若手研究者向資
金の重点的拡充を進めると
ともに、専門家による一貫
した評価 ・執行体制の整
備、総合科学技術会議にお
ける総合調整等、制度の在
り方について検討を進め
る。

間延長を可能とした。 ②③総合科学技術会議の議
論等を踏まえて、制度の見
直しを検討。

ハ ． 規 制 改 革

○コンテンツ流通の権利処 経済産業省 ・ rコンテンツ流通促進検 ・公正取引委員会と協力し ・コンテンツ産業において ③関係事業者に対し、取引
理ルールの整備の促進及び 討会の開催」　 コンテン て、下請代金支払遅延等防 は、コンテンツそのものの 関係についてのアンケー
コンテンツに関する標準契 ツ ・ビジネスモデルの進 止法の改正により、テレビ 価値を創り出す制作部門が ト、ヒアリング等の実態調
約書の策定を行う。 化 ・発展を加速するために 番組制作業などサービス産 流通及び消費段階における 査を行う。

必要な方策を検討、平成 1 業を法の保護対象に追加。 ボ トルネックにより 「下請 ③総務省とも連携 しつつ、
4 年 7 月に報告書を取 りま （第156回国会） 化J L 、必ずしも成果に応 アニメ以外のモデル契約の
とめた。 ・アニメーションにおける

モデル契約の策定を行い、
適切な契約を励行した。

じたリターンが得られない
結果、優秀な人材を確保し
続けることができず、本来
のポテンシャルを発揮でき
ない状況。

策定を行う。
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●　　　　　　　　　　●

O「l T
実施する

くり計画」を 文部科学省
総務省
厚生労働省
経済産業省
関係府省

・コンテンツ制作基盤ツー
ル等の開発、プロデュー
サー・クリエイターの発
掘、育成のためのコンテン
ツ制作プロジェクト支援を
実施（平成14年度）。

・コンテンツ制作基盤ツー
ル等の開発、プロデュー
サー・クリエイターの発
掘、育成のためのコンテン
ツ制作プロジェクト支援を
実施（平成14年度）。3
DCGなど高度な技術を活
用した優れた作品ととも　ー
に、優秀なクリエーターを
創出した。

政策目標A・経産省・改革工程表

・コンテンツ産業は、ひと
つのコンテンツを様々な形
で戦略的に活用することに
より、その経済的価値が飛
躍的に拡大する特質があ
る。
こうした戦略的活用を行う
ためには、コンテンツ産業
の足腰の強化としてのクリ
エーターの育成はもとよ
り、関連法制（著作権法、
契約法など）、資金調達手
法、海外との取引実務など
の知識・ノウハウといった
プロデュース機能をもった
人材（プロデューサー）が
不可欠。
・こうした認識の下、プロ
デュース機能の知識・ノウ
ハウを体系化するととも
に、具体的な人材育成手法
を策定するとともに、技術
的課題への対応を図り、ク
リエーションがビジネスに
結びつき、クリエイターに
利益が還元され、優れたコ
ンテンツが生み出され続け
る環境を整備することが重
要。

ロデュース機能強化の
ための基盤整備を行う。エ
ンタテイメント関連法制、
資金調達手法、マーケテイ
ング手法、資金管理手法、
海外との取引の実務などを
盛り込んだ具体的なプロ
デューサー育成のためのプ
ログラムを策定するととも
に、実験的に当該プログラ
ムをいくつかの機関で実施
し、さらにその評価を行
う。
③ブロードバンドコンテン
ツの流通拡大を目指すとと
もに、クリエーターの斬新
なアイデアを実現するた
め、配信技術、セキュリ
ティ技術などブロードバン
ド事業参入の技術的課題に
ついて制作支援、事業化支
援を行う。
③スキルスタンダードの設
定、国内表彰制度の再編な
どを含む体系だったクリ
エーション機能強化プログ
ラムを策定する。
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文部科学省
総務省
厚生労働省
経済産業省
関係府省

○アジア各国の企業・団体
と我が国の教育機関・企業
による6つの共同プロジェ
クトを実施。また、情報交
換のためのポータルサイト
を開設し、国際カンファレ
ンスの開催により情報交換
とコンセンサス形成を図る
（rTokyo Statement」を採
択）。

ロジ工クトには我
が国より7つの教育機関と
6つの企業がアジア5カ国
のそれぞれの教育機関との
連携による授業実践を開
始。
・全プロジェクトで、延べ
1，000時間を超える学習時間
を延べ240人がeラーニング
を活用して学習した。
・国際カンファレンスには
アジア11カ国より関係者
約50名が来日。2日間で
約200名が参加。
・アジア各国においてもe
ラーニング関連会議の開催
および推進団体の設立が見
られた。

・eラーニングのシステ
ム、コンテンツをアジア各
国において流通させるに
は、法的・技術的に未解決
な課題がある。

平成15年度事業の
内容および体制の検討
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A ．産 業 競 争 力

の 強 化

関 係

府 省 等
対 応状 況 主な成 果 翠 題 これ か らの取 り組み

ィ．税制 改 革
（2）技術力戦略 財務省 ・総 ・平成1 5年度税制改正にお第1 5 6 回国会に、平成1 （り第 1 5 6回国会において
（戦略分野への選択と集 務省・内閣 いて、研究開発減税として、 5 年度税制改正法案を提 平成 1 5 年度税制改正法案
中） 府 ・経済産 試験研究費の総額に係る特別 出。 の年度内成立を図る。法案
試験研究税制、 I T ・環境 秦省 ・環境 税額控除制度の創設、産学官 の成立・施行にあたって
投資促進税制措置の見直し省・厚生労連携の共同研究・委託研究に は、新しい制度が国民に利
を検討する。

（産業力強化のための I T
化促進）
l T 投資促進税制措置の見
直しを検討する。

働省・文部
科学省・国
土交通省

係る特別税額控除制度の創
設、中小企業技術基盤強化税
制の拡充を行うとともに、設
備投資減税として、ソフト
ウェアを含む I T 投資促進税
制 ・開発研究用設備の特別償
却制度の創設等を実施するこ
ととしている。

用されるよう政府広報等の
手段によりPR ・情報提供を
行うム
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●

（3）経営力戦略 財務省 ・総 ・平成 1 5 年度税制改正にお第 1 5 6 回国会に、平成 1 ①第 1 5 6 回国会において
（起業の促進 ・廃業におけ務省 ・経済 いて、エンジェル税制につい 5 年度税制改正法案を提 平成 1 5 年度税制改正法案
る障害の除去） 産業省 ・金 て、現行の優遇措置の要件緩 出。 の年度内成立を図る。法案
民間投資家に係る創業支援 融庁 ・内閣 和を行うとともに、新たに、 の成立 ・施行にあたって
制度の整備を行う。

（企業 ・産業の再編、経営

府 ベンチャー企業 （特定中小会
社）への投資額について、同

一年分の株式譲渡益から控除

は、新しい制度が国民に利
用さ郭るよう政府広報等の
手段によりPR ・情報提供を

のあり方）

連結税制を整備する。

（直接金融市場の整備）
金融資産課税の見直しを検
討する。

する等の措置を講ずることと

している。

・連結納税制度については、
平成 1 4 年度税制改正におい
て実施済み。

・平成 1 5 年度税制改正にお
いて、上場株式等の配当及び
公募株式投資信託の収益分配
金並びに上場株式等の譲渡益

について、 2 0 ％源泉徴収で
納税が完了する仕組み （申告
不要）を導入するとともに、
今後、5年間 1 0 ％の優遇税
率を適用する。また、公募株
式投資信託の償還 （解約）損
と株式等譲渡益との通算を可
能とすることとしている。

行う。

（4 ）産業発掘戦略 財務省 ・総 ・平成 1 5 年度税制改正にお第 1 5 6 回国会に、平成 1 ①第 1 5 6 回国会において
（環境産業の活性化） 務省 ・経済 いては、再商品化設備等の特 5 年度税制改正法案を提 平成 1 5 年度税制改正法案
環境投資促進税制措置の見 産業省 ・環 別償去帽1度の見直し、低公害 出。 の年度内成立を図る。法案
直しを検討する。 境省 ・国土

交通省
車等に係る自動車税のグリー
ン化及び島勤車取得税の軽減
等の見直し・延長を行うこと
としている。

の成立 ・施行にあたって
は、新しい制度が国民に利
用されるよう政府広報等の
手段によりPR ・情報提供を
行う＿
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関係府省は、海外の高度人 文部科学 平成 1 5 年度税制改正におい 第 1 5 6 回国会に、平成 1 ①第 1 5 6 回国会において
材を活用する観点から、戦 省、経済産 て、特定公益増進法人の範囲 5 年度税制改正法案を提 平成 1 5 年度税制改正法案
略的分野の技術者の入国、 某省、財務 に、一定のインターナショナ 出。 の年度内成立を図る。法案
就労、勉学、研修、居住等 省 ルスクールの設置を主たる目 の成立 ・施行にあたって
に係る環境を改善する。 的とする学校法人 （準学校法

人含む）を追加することとし

ている。

は、新しい制度が国民に利
用されるよう政府広報等の
手段によりPR ・情報提供を
行う。

経済産業省は、企業の壁を 経済産業省 ・産業再生法の抜本改正案を 既存の事業再構築計画に加 現行法は、平成 1 5 年 3 月 ①法案の成立。
越えた大胆な事業再編や産 1 月 2 8 日に閣議決定し、国 えて新たに3 計画の認定制 末を申請期限としているた ②新法の的確な運営。
業再編を促進するために、 会に提出。 度を追加。また、税制、政 め、事業者が計画申請を行
産業活力再生特別措置法を 策金融等の措置、商法の特 いうる期間に間断が生じな
平成 1 4 年度中に抜本強化 例について、支援措置を大 いよう、法案の早期の成立
に向けて見直す。その際、
あわせて時限的に設備廃
棄 ・雇用調整等の円滑化、
企業組織再編の円滑化、分
離独立による再生等を通じ
た産業再編の促進を図る。

幅に拡大。 が必要。
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関係府省は、地球温暖化対
策を進める観点から、低公
害車、環境配慮型の住宅、
建築物及び機器等の開発・
普及に係る民間企業の取り
組みを促進し、新たな需要
や産業の創出を円滑化す
る。

経済産業省 クリーンエネル
含む低公害車（以下r低公害
車」という）の開発・普及を
促進するため、平成14年度
に引き続き、平成15年度も
以下の施策を実施する。
（予算措置）
・天然ガス自動車、ハイブ
リッド自動車等のクリーンエ
ネルギー自動車の導入に対す
る補助、天然ガス等の燃料等
供給施設の設置に対する補助
を実施。（平成15年度予算
案：154億円）
・大型ディーゼル車に代替す
る次世代低公害車の技術開発
を推進。（平成15年度予算
案：10億円）
（税制措置等）

・低公害車に係る自動車税の
グリーン化及び自動車取得税
の軽減、天然ガス等の燃料等
供給施設に係る固定資産税の
軽減等の税制措置を実施。
（平成15年度より、LPG
自動車、燃料電池自動車、水
素供給施設を新たに対象に追
加。）
・平成15年度より、新たに
低PM車に係る自動車取得税
の軽減措置を創設。
・低公害車の導入に対し、日
本政策投資銀行等の政府系金
融機関による低利融資を実
施。

・自動車メーカーによる車
種拡大努力や、政府の普及
支援策等により、クリーン
エネルギー自動車を含む低
公害車の普及台数は着実に
増加。（平成14年3月未：
217万台　→　平成14年9月
未（暫定）：323万台）

・今後とも、これらの施策
を実施することにより、自
動車メーカーの一層の技術
開発や、ユーザーへの普及
拡大を促し、我が国自動車
産業の国際競争力の強化に
寄与することを期待。

①
予算措置については、平成
15年度予算案が第156国会で
成立予定。また、税制措置
については、地方税法改正
案が第156国会で制定予定。

②、③
低公害車の開発・普及に係
る施策内容を自動車メー
カー、ユーザーに対しPR
を実施。
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口 ． 歳 出 改 革

関係府省は、平成15 年度か 経済産業省 研究開発の成果が迅速に事 ・研究開発成果が実用化に直 ・研究開発について、目標の （り第156回国会会期末

ら健康寿命の増進のための 業化に結びつき、産業競争力 結するような経済活性化の 達成に向けた着実かつ効率 平成 1 5 年度新規プロジェ

医療、健康、バイオテクノロ 強化に直結し経済活性化に資 プロジェク トの創設と既存 的な実施。 ク トについて、N E D O に

ジーの科学技術予算等の重 する研究開発プロジェクトを プロジェクトの徹底した見 対し研究開発資金の交付を

点化を図る。 加速的に推進するため、平成 直しを実施し平成15年度予 行い、N E D O において研

1 4 年度補正予算として以下

の事業を実施。

●バイオ ・l T 融合機器　 開
発プロジェク ト

（1 ‘2 ． 1 億）
●糖鎖エンジニアリングプロ

ジェクト
（1 0 ． 8 億）

また平成 1 5 年度政府原案
では、平成 1 4 年度から策定
した 「健康維持 ・増進のため
のバイオテクノロジー基盤研
究プログラム」、 「健康寿命
延伸のための医療福祉機器高
度化プログラム」にそれぞれ

1 3 0 億円、 3 1 億円を配
分。

算案を作成。 究開発実施者の公募、採択
及び契約を行う。
②平成15年末及び③それ以

降
継続 して研究開発を着実に
実施。

総合科学技術会読は、関係 経済産業省 ・H 1 5 年度予算要求におい ・1 5 年度政府予算案　 5 ②平成 1 6 年度予算要求に
府省と協力して、基礎研究 て増額要求。 2 ． 8 億円 おいて増額の予定。
を重視するとともに、科学 ・プログラムオフィサーの設 ・優れた研究成果が得ら （診独立行政法人化後、機構

研究費補助金等の競争的資 置等制度の見直し。 れ、かつ発展の見込まれる 定員上のプログラムオフイ
金の割合を拡大する。ま 課題を継続するため、2 年 サーを設置予定。
た、競争的資金の成果につ

いて厳正な評価を行うな
ど、制度改革を推進する。

間延長を可能とした。 ②③総合科学技術会議の議
論等を踏まえて、制度の見
直しを検討。
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●

・総合科学技術会議は、関
係府省と協力し、高信頼ソ
フトウエア基盤開発プログ
ラム、次世代半導体技術等
次代の産業基盤を構築する
プロジェクトベースの研究
開発を推進する。
・総合科学技術会議、関係
府省が協力して、半導体微
細加工技術、燃料電池やマ
イクロ電池、超微細製造技
術、光技術等ナノテク、I
T等を応用した基盤的技術
の開発や普及を産学官で重
点的に推進する。

総合科学技
術会議
関係府省

・経済産業省においては、
（1）研究開発が実用化に直結
するような経済活性化のため
の研究開発プロジェクト
（フォーカス21）を創設
し、平成15年度予算政府原
案において、367億円を重点
投入。また、平成14年度補正
予算として、一部プロジェク
トを前倒し実施（総額65億
円）。
（2日司の研究開発投資をライ
フサイエンス等の重点4分野
に戦略的に重点化するととも
に、効果的・効率的に推進す
ることを目的として、個々の
技術開発プロジェクトを大括
り化し、技術開発の具体的な
目標設定と成果の市場化まで
の道筋を示した19の「プログ
ラム」による一元管理を実
施。
なお、プログラムについて
は、平成15年度予算政府原案
において19プログラム全体で
1325億円を投入。

ド平成15年度予算

政府原案及び平
成14年度補正予
算に反映。

環境・エネルギー
情報家電・ブロードパン
・i T

健康・バイオテクノロ
ジー
・ナノテクノロジー・材料
の4分野について平成14年
12月に「産業発掘戦略」を
策定。

・引き続き、経済活性化の
ための研究開発プロジェク
トの着実な実施が重要。
・「産業発掘戦略」（平成
14年12月内閣官房策定）を
踏まえて、研究開発プロ
ジェクトを実施することが
重要。

②平成15年末及び③それ以
降
・引き続き、経済活性化の
ための研究開発プロジェク
ト等の真に政策的意義の高
いプロジェクトを選定する
とともに、r産業発掘戦
略」を踏まえ、研究開発プ
ロジェクトの効果的・効率
的な実施を着実に行う。
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及び関係省庁は、平
成17年度までに世界最高水
準の高度情報通信ネット
ワークを形成し、安全性・
信頼性を推進する。

経済産業省 高安全かつ高信頼な高度情
報通信ネットワーク社会の構
築に向け、その基盤的技術と
なるデバイス技術やソフトウ
エア技術及びネットワークの
高度化による恩恵を最大限に
享受することを可能とする
ディスプレイ技術に関する研
究開発について、平成15年度
予算案を作成。
○次世代半導体デバイスプロ
セス等基盤プログラム【H15
年度予算案141億円】
○情報通信基盤高度化プログ
ラム【H15年度予算案47億
円】
○情報通信基盤ソフトウエア
開発推進プログラム【H15年
度予算案65億円】
○次世代ディスプレイ技術開
発プログラム【H15年度予算
案35億円】

・研究開発成果が実用化に直
結するような経済活性化の
プロジェクトの創設と既存
プロジェクトの徹底した見
直しを実施し平成15年度予
算案を作成（事業は15年
度のものであるため、今現
在具体的な成果を書くこと
は不能）。

・研究開発について、目標の
達成に向けた着実かつ効率
的な実施。

①第156回国会会期末
・NEDOを通じ研究開発の実施
主体を決定。

②平成15年末
⑨それ以降
・決定された者による研究開
発の実施。
・事業終了後、当該事業につ
いて評価を実施。
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●

総務省及び関係府省は、第
4世代移動通信システムな
ど、どこでも型、移動型の
次世代ITの産学官研究開
発を推進する。

経済産業省 ・誰でも場所や時間の制約を
受けないでネットワークを通
じたサービスを利用できる環
境の構築を目指し、その基盤
的技術となるデバイス技術や
ソフトウエア技術及びネット
ワークの高度化による恩恵を
最大限に享受することを可能
とするディスプレイ技術に関
する研究開発について、平成
15年度予算案を作成。
○次世代半導体デバイスプロ
セス等基盤プログラム【H15
年度予算案141億円】
○情報通信基盤高度化プログ
ラム【‖15年度予算案47億
円】
○情報通信基盤ソフトウエア
開発推進プログラム【H15年
度予算案65億円】
○次世代ディスプレイ技術開
発プログラム【‖15年度予算
案35億円】

・研究開発成果が実用化に直
結するような経済活性化の
プロジェクトの創設と既存
プロジェクトの徹底した見
直しを実施し平成15年度予
算案を作成（事業は15年
度のものであるため、今現
在具体的な成果を書くこと
は不能）。

・研究開発について、目標の
達成に向けた着実かつ効率
的な実施。

①第1 56回国会会期末
・NEDOを通じ研究開発の実施
主体を決定。

②平成15年末
（塾それ以降
・決定された者による研究開
発の実施。
・事業終了後、当該事業につ
いて評価を実施。
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燃料電池については、内閣
官房及び関係府省は、平成
17年を目途に安全性の確
保を前提としつつ、包括的な
規制の再点検を行う。また、
関係府省は、燃料電池自動
車、住宅用燃料電池の開
発・普及を推進する。

経済産業省 ・燃料電池自動車、住宅用等
定置用燃料電池の開発・普及
を推進するため、平成15年度
燃料電池関連予算案において
前年度比約87億円にあたる約
307億円を計上したところ。
・燃料電池の初期段階の普及
が円滑に進むよう内閣官房に
設置された「燃料電池実用化
に関する関係省庁連絡会議」
において、昨年10月に安全性
の確保を前提とした規制の再
点検スケジュール等をとりまめ
た。

！昨年10月、包括的な
再点検をとりまとめたことを受
けて、昨年12月2日には当省
を含め政府全体で5台の燃料
電池自動車の率先導入を世
界に先駆けて行った。
・これにより、自動車メーカー
による技術開発の加速化を促
すとともに、我が国が燃料電
池の実用化・普及に向け、積
極的な取り組みを行っているこ
とを国内外に発信することが
できた。

・燃料電池の基本性能の向上
高効率化、低コスト化、耐久性
の向上など
・燃料開発と燃料供給インフラ
の整備
t基準、標準等のソフトインフラ
の整備（規制の見直しを含む）
・社会的受容性の向上
など

①燃料電池自動車、住宅用等
定置用燃料電池の開発、普及
を促進するため、産学官の適
切な役割の下、戦略的技術開
発、実証試験、基準・標準等
整備事業、普及啓発等の関連
施策の強化を図る。
②民間が行う水素の安全対策
技術の開発を支援し、規制の
再点検プロセスに貢献するこ
とを目指す。
③関係省庁連絡会議に定めら
れた包括的な規制の再点検
のスケジュールに沿って、平成
17年を目．途に検討を着実に
進めていく。

八．規制改革
経済産業省

府省と協力して、基礎研究
を重視するとともに、科学
研究費補助金等の競争的資
金の割合を拡大する。ま
た、競争的資金の成果につ
いて厳正な評価を行うな
ど、制度改革を推進する。

・H15年度予算要求におい
て増額要求。
・プログラムオフィサーの設
置等制度の見直し。

・15年度政府予算案　5
2．8億円
・優れた研究成果が得ら
れ、かつ発展の見込まれる
課題を継続するため、2年
間延長を可能とした。

平成16年度予算要求に
おいて増額の予定。
②独立行政法人化後、機構
定員上のプログラムオフィ
サーを設置予定。
（拍総合科学技術会議の議
論等を踏まえて、制度の見
直しを検討。
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経済産業省は、企業の壁を
越えた大胆な事業再編や産
業再編を促進するために、
産業活力再生特別措置法を
平成14年度中に抜本強化
に向けて見直す。その際、
あわせて時限的に設備廃
棄・雇用調整等の円滑化こ
企業組織再編の円滑化、分
離独立による再生等を通じ
た産業再編の促進を図る。

経済産業省
1月28日に閣議決定し、国
会に提出。

既存の事業再構築計画に加
えて新たに3計画の認定制
度を追加。また、税制、政
策金融等の措置、商法の特
例について、支援措置を大
幅に拡大。

現行法は、平成15年3月
未を申請期限としているた
め、事業者が計画申請を行
いうる期間に間断が生じな
いよう、法案の早期の成立
が必要。

①法案の成立。
②新法の的確な運営。
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経済産業省は、引き続き電
力・ガスの公平かつ透明性
の高い供給システムを実現
するため、小売の自由化範
囲の拡大などの規制改革の
徹底を図る。また、経済産
業省及び公正取引委員会は
引き続き協力して公正な競
争環境の整備を図る。

業

省、公正取

引委員会

我が国電気事業制度の在り方
については、平成13年11
月より総合資源エネルギー調
査会電気事業分科会を開催
し、また、ガス事業制度の在
り方については、平成14年
9月より　同調査会都市熟エ
ネルギー部会を開催し、幅広
く御審議いただいたところで
あり、それぞれ本年2月に答
申が取りまとめられ、大臣に
報告がなされた。
また、同分科会及び同部会に
は公正取引委員会も参加する
等、電気事業分野及びガス事
業分野における公正な競争を
促進する観点から、経済産業
省と公正取引委員会は必要な
連携を図っている。

電力・ガス事業制度改革につい
ては、エネルギーの安定供給の
確保と環境への適合を図り、こ
れらの政策目的を十分考慮しつ
つ、経済構造改革を推進するこ
とが重要との結論に達したとこ
ろ。
具体的には、
（9電力の広域的な流通の円滑化
のための環境整備
②公平性・透明性確保による
ネットワーク管理部門の発電事
業者等に対する調整機能の確保
③特に電力について、発送配版
の一貫体制の維持や卸電力市場
の整備など、原子力を含む安定
的な電源開発の推進のための環
境整備等
④ガスについては、導管網の円
滑な整備を促進するための環境
整備と有効利用のための仕組み
の充実、市場活性化を図るため
の大口供給・卸供給に係る規則
の見直し等
を図りつつ、これらの結果、安
定供給や環境への適合が図られ
る範囲内で小売自由化範囲拡大
を進めていくことが適当である
との結論を得た。

電気事業分科会及び都市熟
エネルギー部会の報告書に
基づき、詳細な制度設計に
取り組む。

＜電気＞
・＿平成16年
現行制度の下で、500kW以上の
高圧需要家まで電力小売自由化
範囲拡大
・＿平成l＿7年
新制度の下で、50kW以上の全て
の高圧需要家まで電力小売自由
化範囲拡大
∴畢成柑年
全面自由化について、その適否
も含め、検討開始予定
＜ガス＞
・平成16年
新制度の下で、年間使用量50
万m3以上の需要家まで小売を
自由化
・平成19年
年間使用量10万m3以上の需
要家まで小売を自由化

政策目標A・経産省・基本方針2002（経済活性化戦略） Pagell


